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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第39期中の中間純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等による

ものです。 

４．第39期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （千円） 4,239,773 4,228,130 4,232,651 8,347,398 8,504,169 

経常利益 （千円） 341,612 304,431 277,660 668,135 710,788 

中間（当期）純利益又は

中間純損失(△) 
（千円） 172,271 165,141 △479,988 326,307 398,603 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,859,070 1,859,070 1,859,070 1,859,070 1,859,070 

発行済株式総数 （千株） 37,181 37,181 37,181 37,181 37,181 

  
普通株式 21,556

優先株式 15,625

普通株式 21,556

優先株式 15,625

普通株式 35,341

優先株式 1,840

普通株式 21,556

優先株式 15,625

普通株式 21,556

優先株式 15,625

純資産額 （千円） 1,312,546 1,643,082 1,401,976 1,473,432 1,880,763 

総資産額 （千円） 12,218,972 11,893,597 10,471,443 11,378,053 11,055,724 

１株当たり純資産額 （円） 17.61 30.65 36.28 23.92 40.55 

１株当たり中間（当期）

純利益又は１株当り中間

純損失(△) 

（円） 6.84 6.51 △16.98 12.83 16.20 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 4.64 4.45 － 8.78 10.73 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 10.7 13.8 13.4 12.9 17.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 418,292 533,773 475,196 1,256,058 1,321,155 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △125,063 △72,715 △218,610 △348,036 △333,628 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △199,986 65,019 △190,425 △997,852 △869,434 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 610,198 953,203 611,377 427,125 545,217 

従業員数 （人） 574 572 568 565 563 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、日本製粉株式会社が新たにその他の関係会社になりましたが、当社グループ（当社及び

当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

なお事業内容と当社と関係会社の事業にかかる位置づけは次のとおりであります。  

 当社では、油あげ及びあげ加工品の製造及び販売を行っており、その製品及び商品の一部をバイテク・シーピー

株式会社及びバイテク産業有限会社を通じて、主に当社従業員に対して販売しております。また、当社の油あげ及

びあげ加工品製造工程で発生した食品残渣及び汚泥の一部をバイテク・シーピー株式会社へ販売し、バイテク・シ

ーピー株式会社は食品残渣及び汚泥を原料とした農業、園芸用の培養土の製造販売等を行っております。 

 当社は、日本製粉株式会社より商品を仕入れ、同社には当社製品を販売しております。 

 事業の系統図は次のとおりであります。 



３【関係会社の状況】 

  当中間会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）有価証券報告書を提出しております。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでお

ります。 

２．平均臨時雇用者数は従業員の10％未満であるため、記載を省略しております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

 (その他の関係会社) 

 日本製粉株式会社 
 東京都渋谷区 12,240  製粉事業等 33.6 

当社製品の販売 

商品の仕入 

役員の兼任１人 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 568 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の好調さが家計部門にも及び、個人消費も改善が見られ始

め、緩やかに景気は回復しているものと思われます。 

一方食品業界におきましては、夏は高温少雨の傾向に一部の商品が恩恵を受けたものの、全般的には、総じて

低調に推移いたしました。 

このような中、当社は中期経営計画『パワーアップ・プラン41』を実行しており、新規取引先の顧客数増加の

目標達成のために各戦略に取り組んでまいりました。 

営業面におきましては、新規取引先の開拓及び既存取引先への拡販に努めました結果、売上高は前年同期を僅

かに上回りました。 

生産面につきましては、取引先ニーズに対応した品質の確保と品揃えの充実に努めるとともに、生産性の改

善・向上にも努力してまいりました。 

この結果、当中間会計期間の売上高は前年同期に比べ４百万円増加して42億32百万円(前年同期比100.1%)とな

りました。また、損益につきましては、 経常利益は前年同期に比べ26百万円減少して２億77百万円(前年同期比

91.2%)、中間純損失は,「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、減損損失を７億95百万円計上したこ

とにより、4億79百万円（前年同期は1億65百万円の純利益）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得による支出及

び借入金の返済による支出等があったものの、売上債権の減少等により営業活動によるキャッシュ・フローが堅

調であったため、前事業年度末に比べ66百万円増加（前年同期は５億26百万円の増加）し、当中間会計期間末に

は６億11百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は４億75百万円（前年同期比89.0%）となりました。これは税引前中間純損失

５億18百万円（前年同期は３億３百万円の純利益）となったものの、その要因は主に非資金費用である減損損

失７億95百万円によるものであり、また、売上債権の増加額が減少(前期同期比41.5％)したこと等によるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は２億18百万円（前年同期比300.6％）となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出２億32百万円（前年同期比293.2%）等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は１億90百万円（前年同期は65百万円の増加）となりました。これは短期借入

金純増額50百万円と長期借入れによる収入３億円があったものの、長期借入金の返済による支出５億39百万円

があったこと等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、期中の平均販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

品目別 金額（千円） 前年同期比（％） 

油あげ及びあげ加工品   

味付あげ 3,295,936 101.8 

生あげ 288,333 90.7 

味付すしの素 89,299 105.8 

おでん 109,319 96.1 

合計 3,782,889 100.8 

品目別 金額（千円） 前年同期比（％） 

油あげ及びあげ加工品   

味付あげ 4,440 30.8 

生あげ 167,564 143.3 

味付すしの素 94,741 102.2 

おでん 28,363 81.4 

惣菜類 75,350 118.7 

合計 370,460 114.9 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

２．上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 金額（千円） 前年同期比（％） 

油あげ及びあげ加工品   

味付あげ 3,352,685 98.9 

生あげ 477,893 104.6 

味付すしの素 191,678 106.4 

おでん 120,240 99.6 

惣菜類 85,768 110.1 

その他 4,384 105.3 

合計 4,232,651 100.1 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三井物産㈱ 1,181,872 28.0 1,211,155 28.6 

三菱商事㈱ 504,884 11.9 349,241 8.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社は、「油あげ」という日本の伝統食を大事に守り、昔ながらの手作りの美味しい「油あげ」を普及させるた

め、加工方法の研究とその商品化に取組んでおります。 

また、大豆に含まれる効能を有効活用するための製造技術の研究や商品開発並びに高齢者や食事制限が必要な方々

も含めた、人の心身の健康維持に貢献する製商品の研究開発を進めております。 

さらに、油あげ生産の副産物として発生する“おから”は繊維質と栄養に富んだ食材であるものの、その実用化が

乏しく大半が産業廃棄物として処理されていますが、当社では、この“おから”の成分や特徴を活かした食材等の用

途開発も継続的に行っております。 

研究開発は主に当社の技術部の技術研究所及び製品開発課を中心に推進しております。スタッフは14名で、これは

総従業員の2.3％にあたります。 

当中間会計期間においては、幅広い年齢層に好まれる美味しい味付いなり等の研究開発を主に行ってきました。ま

た、味付あげの「ジューシー感」「ボリューム感」「ソフト感」等のグレードアップのため既存商品の恒常的改善を

行いました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）1. 当社の定款に次のとおり規定しております。 

当会社が発行する株式の総数は、8,240万株とし、このうち5,540万株は普通株式、2,700万株は優先株式とす

る。ただし、優先株式につき、消却または普通株式への転換があった場合には、これに相当する株式の数を減

ずる。 

 ２．平成17年６月30日に優先株式13,785,000株が普通株式に転換されております。 

②【発行済株式】 

（注）１．第一回優先株式は、当社定款第10条の６の規定に基づき、平成14年６月27日に開催された定時株主総会より議

決権を有することになりました。 

２．第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1）優先配当金 

①優先配当金の額 

１株につき年３円20銭とします。なお、平成12年９月14日から平成13年３月31日までの間に対する優先配

当金については、１株につき１円74銭を支払います。 

②優先中間配当金の額 

１株につき  １円60銭 

③累積条項 

ある決算期について、優先株主に対し優先配当金の全部又は一部が支払われないときは、その不足額を翌

期以降に累積し、累積した不足額については、優先配当金及び普通株主に対する利益配当金に先立って、

これを優先株主に支払います。 

④非参加条項 

優先株主に対し優先配当金を超えて配当は行いません。 

(2）残余財産の分配 

当社は、残余財産を分配するときは、普通株主に先立ち、優先株主に対し、累積未払配当金相当額を支払

います。優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行いません。 

(3）普通株式への転換 

①転換請求期間 

平成13年７月２日からとします。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除きます。 

②当初転換価額 

当初転換価額は160円とします。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 55,400,000 

優先株式 27,000,000 

計 82,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 35,341,410 35,341,410 ジャスダック証券取引所 － 

第一回優先株式 1,840,000 1,840,000 － （注）1，(注)２

計 37,181,410 37,181,410 － － 



③転換価額の修正 

転換価額は、平成15年７月１日以降、毎年７月１日（修正日）に、各修正日に先立つ45取引日目に始まる

30取引日の日本証券業協会が公表する当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格の平均値に

1.05を乗じた額（修正後転換価額）に修正されます。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が160円

（下限転換価額）を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とします。 

④転換価額の調整 

転換価額は、平成13年７月２日以降、時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合等一定の事

由が生じた場合には、下記算式（転換価額調整式）により調整されます（調整後転換価額）。 

ただし、転換価額調整式により算出される転換価額が、100円を下回る場合は、100円をもって調整後転換

価額とします。 

⑤転換により発行すべき普通株式数 

優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとします。 

(4）消却 

当社は、いつでも優先株式を買入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却する

ことができます。 

(5）議決権 

優先株主は、株主総会において議決権を有しません。ただし、優先株主は、定時株主総会において優先配

当金の全部または一部の支払を受けない旨の決議がなされた場合は、その決議のなされた定時株主総会の

次の定時株主総会に優先配当金全部の支払を受ける旨の議案が提出されないときはその総会より、その議

案がその定時株主総会において否決されたときはその総会の終結のときより、優先配当金全部の支払を受

ける旨の決議がなされるときまでは議決権を有します。 

(6）新株引受権等 

当社は、法令に定める場合を除き優先株式について株式の併合または分割を行いません。当社は、優先株

主には、新株の引受権または新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を付与しません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）第一回優先株式の普通株式への転換に伴うものであります。 

    
既発行の
普通株式

＋
新規発行の普通株式数×１株当たりの払込金額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価 

既発行の普通株式数 ＋ 新規発行の普通株式数 

転換により発行すべき 
普通株式数 

＝ 

優先株主が転換請求のために提出した
優先株式の発行価額の総額 

転換価額 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月30日 

（注）  

  普通株式 

13,785,000 

  普通株式 

35,341,410 
― 1,859,070 ― ― 

優先株式 

△13,785,000 

  優先株式 

1,840,000 



(4）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末現在主要株主であった有限会社Aringtonは、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

  

  ①普通株式                                   平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済普通株式総
数に対する所有株
式数の割合（％） 

日本製粉株式会社 東京都渋谷区千駄ヶ谷５丁目27－5 12,385 35.04 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目2-1 3,129 8.85 

株式会社西日本総合リース 福岡市博多区下川端町2－１ 1,693 4.79 

甘木共栄会 福岡県甘木市大字小田1080-1 1,510 4.27 

有限会社Arlington 東京都港区赤坂２丁目3－4 1,400 3.96 

西日本ユウコー商事株式会社 福岡市博多区下川端町3－1 1,219 3.45 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目1－1 981 2.77 

オーケー食品工業従業員持株会 福岡県甘木市大字小田1080－1 618 1.74 

高梨 嘉嗣 千葉県浦安市高洲3－1－31 310 0.87 

日本澱粉工業株式会社 鹿児島県鹿児島市南栄３丁目20 308 0.87 

計 ― 23,555 66.65 

  ②第一回優先株式                                平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済優先株式総
数に対する所有株
式数の割合（％） 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目2-1 1,840 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、8,000株（議決権8個）含

まれております。 

２．第一回優先株式であり、株式の内容は、（１）株式の総数等②発行済株式における（注）２．のとおりであ

ります。当該株式は、当社定款第10条の６の規定に基づき、平成14年６月27日に開催された定時株主総会よ

り議決権を有することになりました。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(1）普通株式 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

(2）第一回優先株式 

当株式は、非上場でありますので、該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    51,000 
－  － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 34,971,000 34,971 （注１） 

優先株式  1,840,000 1,840 （注２）  

単元未満株式 普通株式    319,410 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 37,181,410 － － 

総株主の議決権 － 36,811 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

オーケー食品工業

株式会社 

福岡県甘木市大字

小田1080-1 
51,000 － 51,000 0.13 

計 － 51,000 － 51,000 0.13 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 209 190 189 178 217 201 

最低（円） 131 153 146 165 170 182 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツによる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準       0.48％ 

売上高基準      1.22％ 

利益基準       0.42％ 

利益剰余金基準    0.58％ 

 （注） 割合の算出において、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現損益、並びに会社間取引の消去

は行っておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  953,203   611,377   545,217   

２．受取手形   134,755   121,646   101,309   

３．売掛金  1,375,649   1,414,562   1,364,821   

４．たな卸資産  632,716   625,082   583,207   

５．繰延税金資産  369,575   411,283   360,374   

６．その他  40,447   37,811   36,909   

  貸倒引当金  △454   △308   △588   

流動資産合計   3,505,893 29.5  3,221,455 30.8  2,991,251 27.1 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 
※１ 
※２          

１．建物  2,772,853   2,137,249   2,713,946   

２．機械及び装置  2,050,268   2,018,591   1,975,591   

３．土地  1,856,234   1,618,400   1,856,234   

４．その他  303,764   249,086   270,595   

計  6,983,120   6,023,327   6,816,367   

(2）無形固定資産  13,141   6,758   12,984   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 308,985   313,923   308,094   

２．破産・更生債権
等  434   734   798   

３．繰延税金資産  1,031,056   874,374   882,652   

４．その他  59,899   40,103   52,873   

  貸倒引当金  △8,934   △9,234   △9,298   

計  1,391,441   1,219,902   1,235,120   

固定資産合計   8,387,704 70.5  7,249,988 69.2  8,064,472 72.9 

資産合計   11,893,597 100.0  10,471,443 100.0  11,055,724 100.0 

           

 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   185,573   231,350   198,568   

２．買掛金  383,124   372,299   376,120   

３．短期借入金 ※２ 3,000,000   2,200,000   2,150,000   

４．一年以内返済予定
長期借入金 

※２ 475,100   1,003,750   769,250   

５．未払金  12,009   191,337   59,567   

６．未払費用  356,607   216,446   359,498   

７．未払法人税等  14,318   13,801   29,005   

８．賞与引当金  91,000   87,000   88,000   

９．設備支払手形   268,834   114,858   81,135   

10．その他  35,816   26,237   6,588   

流動負債合計   4,822,385 40.6  4,457,080 42.6  4,117,734 37.3 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 5,238,500   4,387,500   4,861,250   

２．退職給付引当金  178,231   197,177   184,577   

３．預り敷金保証金  11,398   27,708   11,398   

固定負債合計   5,428,129 45.6  4,612,385 44.0  5,057,226 45.7 

負債合計   10,250,515 86.2  9,069,466 86.6  9,174,961 83.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,859,070 15.6  1,859,070 17.8  1,859,070 16.8 

Ⅱ 利益剰余金                 

当期未処分利益又は
中間未処理損失(△)  △210,101   △456,626   23,361   

利益剰余金合計   △210,101 △1.8  △456,626 △4.4  23,361 0.2 

Ⅲ その他有価証券評価
差額金   △2,373 △0.0  5,576 0.1  3,199 0.0 

Ⅳ 自己株式   △3,514 △0.0  △6,044 △0.1  △4,868 △0.0 

資本合計   1,643,082 13.8  1,401,976 13.4  1,880,763 17.0 

負債・資本合計   11,893,597 100.0  10,471,443 100.0  11,055,724 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   4,228,130 100.0  4,232,651 100.0  8,504,169 100.0 

Ⅱ 売上原価    2,948,600 69.7  2,935,081 69.3  5,874,828 69.1 

売上総利益   1,279,529 30.3  1,297,570 30.7  2,629,341 30.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   898,400 21.3  905,986 21.4  1,782,404 20.9 

営業利益   381,129 9.0  391,584 9.3  846,937 10.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,077 0.2  41,603 1.0  42,779 0.5 

Ⅴ 営業外費用 
※２ 
   86,775 2.0  155,527 3.7  178,928 2.1 

経常利益   304,431 7.2  277,660 6.6  710,788 8.4 

Ⅵ 特別損失  ※３  1,256 0.0  795,789 18.8  14,206 0.2 

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 

  303,174 7.2  △518,129 △12.2  696,581 8.2 

法人税、住民税及
び事業税  6,090   6,090   12,179   

法人税等調整額  131,943 138,033 3.3 △44,231 △38,141 △0.9 285,798 297,977 3.5

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△)   165,141 3.9  △479,988 △11.3  398,603 4.7 

前期繰越利益又は前
期繰越損失(△)   △375,242   23,361   △375,242  

当期未処分利益又は
中間未処理損失(△)   △210,101   △456,626   23,361  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間 
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 

 303,174 △518,129 696,581 

減価償却費  261,295 254,062 531,446 

減損損失  ― 795,502 ― 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 △393 △344 105 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

 3,000 △1,000 ― 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 14,138 12,599 20,485 

受取利息及び受取配
当金 

 △1,862 △1,848 △2,671 

支払利息  56,381 49,994 110,988 

有形固定資産除却損  31,467 43,760 39,820 

売上債権の増減額
（増加：△） 

 △168,759 △70,013 △124,850 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 △2,105 △41,874 47,403 

仕入債務の増減額
（減少：△） 

 55,737 28,961 61,727 

未払消費税等の増減
額（減少：△） 

 △27,450 △10,287 △22,944 

その他  74,428 △20,202 80,963 

小計  599,051 521,180 1,439,055 

利息及び配当金の受
取額 

 1,862 1,848 2,671 

利息の支払額  △54,960 △35,652 △108,391 

法人税等の支払額  △12,180 △12,179 △12,180 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 533,773 475,196 1,321,155 

 



  

前中間会計期間 
  

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得
による支出 

 △79,232 △232,349 △336,970 

投資有価証券の取得
による支出 

 △1,871 △1,845 △4,219 

その他  8,388 15,585 7,561 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △72,715 △218,610 △333,628 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金純増減額
（減少：△） 

 450,000 50,000 △400,000 

長期借入れによる収
入 

 300,000 300,000 600,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △684,680 △539,250 △1,067,780 

その他  △300 △1,175 △1,654 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 65,019 △190,425 △869,434 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

 526,078 66,160 118,091 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 427,125 545,217 427,125 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 953,203 611,377 545,217 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法

によっております。 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）によっており

ます。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっ

ております。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法によっております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品・仕掛品 

先入先出法による原価法

によっております。 

(2）たな卸資産 

 製品・仕掛品・商品・原材

料・貯蔵品 

総平均法による原価法によっ

ております。 

(2）たな卸資産 

製品・仕掛品 

先入先出法による原価法

によっております。 

 商品・原材料・貯蔵品 

移動平均法による原価法

によっております。 

  （会計方針の変更） 

 当社は、従来、たな卸資産の

評価基準及び評価方法を、製

品・仕掛品は先入先出法による

原価法、また商品・原材料・貯

蔵品は移動平均法による原価法

によっておりましたが、全社的

なシステムの見直しを機に、よ

り適正なたな卸資産の評価と期

間損益計算を行うため、当中間

会計期間より総平均法による原

価法に変更しました。なお、こ

の変更により、従来の方法によ

った場合に比べて売上原価は

19,126千円増加し、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益はそれぞれ同額

減少しております。 

商品・原材料・貯蔵品 

移動平均法による原価法

によっております。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物(建物附属設備を除く） 

定額法によっております。

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

同左 

 その他の有形固定資産 

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

  

  

  

 

 建物     12年～31年 

機械及び装置 ８年～16年 

  

  

 

 (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒による損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上して

おります。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（175,814千円）は、10年に

よる均等額を費用処理して

おります。また、数理計算

上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定率

法によりそれぞれ発生の翌

事業年度から償却しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基

準変更時差異(175,814千円)

は、10年による均等額を費

用処理しております。ま

た、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５

年）による定率法に按分し

た額をそれぞれ発生時の翌

事業年度から償却しており

ます。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 金利スワップはその要件を

満たしているため特例処理

を採用しております。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は、相殺の

うえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

―   (固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針６

号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。これにより税引前中間純利益

795,502千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 ― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

   

10,171,447千円 10,345,205千円 10,352,598千円

※２ 担保に供してい

る資産 

（工場財団） （工場財団） （工場財団） 

有形固定資産 6,222,987千円 有形固定資産 5,527,395千円 有形固定資産 6,077,393千円

 （個別担保） （個別担保） （個別担保） 

 有形固定資産 683,879千円

投資有価証券 133,960千円

計 817,839千円

有形固定資産 443,477千円

投資有価証券 98,779千円

計 542,256千円

有形固定資産 682,595千円

投資有価証券 128,621千円

計 811,216千円

 担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 

 短期借入金 2,700,000千円

長期借入金 5,713,600千円

（１年内返済予定の金額を含む） 

計 8,413,600千円

短期借入金 2,200,000千円

長期借入金 4,635,000千円

（１年内返済予定の金額を含む） 

計 6,835,000千円

短期借入金 2,150,000千円

長期借入金 5,330,500千円

（１年内返済予定の金額を含む） 

計 7,480,500千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 0千円 受取利息 0千円 受取利息 0千円 

     賃貸料  36,445千円 賃貸料  19,167千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 56,381千円 支払利息 49,994千円 支払利息 110,988千円 

    賃貸原価 34,284千円 賃貸原価 14,584千円 

※３   ― ※３ 特別損失のうち主要なもの      ※３    ― 

    減損損失 795,502千円     

 

 当中間会計期間において、当社は、以下の

資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。  

場 所 用 途  種 類 

 棚町倉庫 

(福岡県朝倉郡） 
賃貸倉庫  建物等 

 赤坂倉庫 

(福岡県甘木市) 
賃貸倉庫  建物等  

 寿倉庫 

(福岡県朝倉郡) 
倉庫  建物等  

 棚町土地 

(福岡県朝倉郡) 
賃貸土地  土地  

 工場用地 

(福島県西白河郡) 
遊休資産  

土地及び造

成工事費  

 

 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

 当社は、あげ事業用資産を一つの資産グ

ループとし、賃貸用資産、遊休資産は物件

単位にグルーピングを行っております。上

記の賃貸用資産、遊休資産等については、

地価の下落や使用価値大幅低下のため、帳

簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額を減損損失（789,308千円）として特別

損失に計上しております。 

 その内訳は、棚町倉庫194,622千円、赤

坂倉庫253,067千円、寿倉庫96,167千円、

棚町土地41,393千円、工場用地204,059千

円であります。 

 回収可能価額を正味売却価額で測定した

資産は、寿倉庫、棚町土地、工場用地であ

り、不動産鑑定評価基準に基づいた評価に

よっております。 

 回収可能価額を使用価値で測定した資産

は、棚町倉庫、赤坂倉庫であり、将来キャ

ッシュ・フローを3.24％で割り引いて算定

しております。 

 また、当社は当中間会計期間において、

遊休となっている電話加入権を時価評価し

ました。その減損損失は6,193千円であ

り、特別損失に計上しております。 

 

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 260,790千円 有形固定資産 253,699千円 有形固定資産 530,452千円 

無形固定資産 173千円 無形固定資産 32千円 無形固定資産 331千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 953,203千円 

現金及び現金同等物 953,203千円 

現金及び預金勘定 611,377千円

現金及び現金同等物 611,377千円

現金及び預金勘定 545,217千円

現金及び現金同等物 545,217千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 88,792 53,667 35,124 

その他 145,203 125,955 19,248 

合計 233,995 179,622 54,373 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及び装置 108,052 66,409 41,643 

車両運搬具 43,983 37,449 6,533 

工具、器具及
び備品 

150,261 31,693 118,568 

合計 302,296 135,551 166,745 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び装置 92,363 59,245 33,118 

車両運搬具 43,443 37,645 5,797 

工具、器具及
び備品 

221,586 89,702 131,884 

合計 357,393 186,593 170,799 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 20,699千円 

１年超 33,673千円 

合計 54,373千円 

１年内 40,995千円

１年超 125,749千円

合計 166,745千円

１年内 43,013千円

１年超 127,785千円

合計 170,799千円

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

３．当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 10,628千円 

減価償却費相当額 10,628千円 

支払リース料 22,099千円

減価償却費相当額 22,099千円

支払リース料 26,940千円

減価償却費相当額 26,940千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注)当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行なったものはありませ

ん。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間会計期間末）（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注)当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行なったものはありませ

ん。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 217,955 213,985 △3,970 

合計 217,955 213,985 △3,970 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券（非上場、非登録株式） 45,000 

(2）子会社株式（非上場、非登録株式） 50,000 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 209,093 218,423 9,329 

合計 209,093 218,423 9,329 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券（非上場株式） 45,500 

(2）子会社株式（非上場株式） 50,000 



（前事業年度）（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注)当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について12,561千円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 207,241 212,594 5,352 

合計 207,241 212,594 5,352 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券（非上場株式） 45,500 

(2）子会社株式（非上場株式） 50,000 



（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益、１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

特例処理を採用している金利スワップ

以外のデリバティブ取引を行っていな

いため、記載を省略しております。 

同左 同左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 30.65円 

１株当たり中間純利益 6.51円 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
4.45円 

１株当たり純資産額 36.28円

１株当たり中間純損失 16.98円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式は存在

するものの１株当り中間純損失である

ため記載をしておりません。        

１株当たり純資産額 40.55円

１株当たり当期純利益 16.20円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
10.73円

 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（千円） 165,141 － 398,603

中間純損失（千円） － 479,988 －

普通株主に帰属しない金額 (千円) 25,000 2,944 50,000

（利益処分による優先配当額(千円)) （25,000） （2,944） （ 50,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
140,141 － 348,603

普通株式に係る中間純損失（千円） － 482,932 －

普通株式の期中平均株式数（千株） 21,524 28,439 21,520

     

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益 
   

中間（当期）純利益調整額 (千円) 25,000 － 50,000

（利益処分による優先配当額(千円))   （25,000）  （    －)  （50,000） 

普通株式増加数（千株） 15,625 － 15,625

（転換株式（千株)) （15,625） （   － ） （15,625） 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当り中間(当期)純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

― 第一回優先株式中間会計

期間末現在発行数

1,840,000株であります。

なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、

１株式等の状況(１)株式

の総数等②発行済株式」

に記載のとおりでありま

す。 

― 



（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第38期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日福岡財務支局長に提出 

(２）臨時報告書 

平成17年６月23日福岡財務支局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１６年１２月１０日

オーケー食品工業株式会社    

 取 締 役 会  御 中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 
  

公認会計士 

  

福岡 典昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 
  

公認会計士 

  

牛島 毅   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオー

ケー食品工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オーケー食品工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年１２月１３日

オーケー食品工業株式会社    

 取 締 役 会  御 中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 
  

公認会計士 

  

福岡 典昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 
  

公認会計士 

  

牛島 毅   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオー

ケー食品工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３９期事業年度の中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。     

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、オーケー食品工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項１．に記載のとおり、会社は当中間会計期間よりたな卸資産の評価基準及び

評価方法を、製品・仕掛品は先入先出法による原価法から、商品・原材料・貯蔵品は移動平均法による原価法から、何れ

も総平均法による原価法に変更している。 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会

計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
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